
（別添 1)

一般財団法人みらい財団

懸念事項等の考え方

こ賀届グの点に闘して、当脱朋の考え方について以下のとおりご回答牢し上げま

す。なお、本回答に闊わらず：より逓切な組織連営のために改善すべき事現など

かありましたら、ご猪摘いただければ柔軟に対応していく所存です。

① 戦略アドバイザリー委員の役割が大きすぎないか、業務運営上の役割は何

であるかと懸念する指摘があるが、これらに対する考え方を伺いたい。

（回答）

戦略アドバイザリー委員の役割が大きすぎないか、というご懸念ですが、当財

団の戦略アドバイザリー委員会の役割は別添資料のとおり、中長期計画の策

定及び進捗状況の管理に資する情報収集と助言と規定していますので、この

定義に定める以上の役割を担う権限はなく、役割が過大になることはありま

せん。【参考：別添資料「みらい戦略アドバイザリー委員会の役割と位置づけ」】

また、戦略アドバイザリー委員に限らず、すべての委員会は理事会の諮問機

関となります。重要な最終決定は、すべて理事会で判断します。よって、戦略

アドバイザリー委員が理事会権限を超えて過大な意思決定を担うことも、組

織のガバナンス構造上できない形になっています。

今回の取組みは日本で初めての非常に難しい取組みであるため、不透明な

見通しの中、それでもなお中長期の戦略を描いていくことが、非常に重要で

す。その観点から、本委員会を設置しております。

本プロジェクトは、成果が出せなければ、 5年後の抜本的見直しによって、

その存在意義を疑われる可能性があります。当初より 5年後、そしてその先を

見据えた戦略的な打ち手を打っていくためには、外部の叡智を結集する必要

があります。

② 団体内・外部を含め、専門性の高い多様な人材が集まっているが、まとめ

きれるか。具体的にどのように意思疎通・合意形成を進めるのか。また、マ

ネジメントの観点から、各種委員会間の業務の中立性・公正性をけん制する
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仕組みがあるのか、懸念する指摘がある。これらに対する考え方を伺いたい。

（回答）

私たちの専門性の高い、多様な人材をご評価頂き、誠にありがとうございま

す。

前提として、公正性の確保の観点からは、一握りの人たちで意思決定をする

のではなく、多様な人たちの意見を集約していくことやその意思決定過程の

透明性と公開性を担保していくことが大切です。

そのため、専門性の高い多様な人材を集めた委員会等を私たちが設置して

いることはご覧の通りです。

そしてその委員会運営においては、私たちは意思決定のプロセスを明確にし

ているため、まとめきることが可能だと確信しております。

具体的に申し上げますと、各委員は助言を行う立場であり様々な切り口の

論点を提案していただきます。意思決定は理事会が行い、実務は事務局が行う

という役割分担を明確に位置づけています。委員会の中で合意形成が完全に

はできないこともあり得ますが、その場合には両論を併記し、それぞれの分析

を記述して理事会での適切な意思決定に資する情報提供をすることになりま

す。

また、各委員会はそれぞれ独立しており、他の委員会の委員が所掌範囲を超

えての他の委員会委員に対して影響を及ぽすこともありません。

そして中立性・公正性に向けて委員会間をけん制する仕組みとしましては、

内部通報制度を活用します。内部通報制度は委員にも適応されます。内部通報

受付窓口は管理・企画部と弁護士事務所の 2ライン用意します。そのことによ

り、不適切な他委員の関与について委員からの通報体制を整備します。

コンプライアンス委員会が利益相反関係や不適切な関与等について、全体

を管理します。

コンプライアンス委員会の監査を含めて委員会全体の運営が適切に行わ

れ、かつ理事会・評議員会の運営が適切であるか、不適切な委員会関与がない

かについての監査は監事が行います。監事の不適切行動が指摘された場合に

はコンプライアンス委員会がチェック行うことで、相互にけん制しあう体制

を整備します。
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③ 中期計画では、 4年目から予算を倍増させていく計画となっており、挑戦

的・アグレッシプなものになっているが、実効性は未知数とか、まとめきれ

るか懸念する指摘がある。これらに対する考え方を伺いたい。

（回答）

まず、私たちは、初年度： 28億5千万円→次年度： 36億円→3年目： 40億円

→4年目： 80億円→5年目： 120億円と総助成額を推移させていく計画を立て

ておることは企画書で述べた通りです。

【日本の助成財団から既に 1,000億が供給されている】

こうした規模感に関する議論の前提として、例えば共同募金会などの複数

の既存の組織では、既に年間 100億円を超える金額を毎年助成していると言

う事実があり、その他の助成事業を全体としてみますと、助成を行っている組

織の助成総額は助成財団センターの調査でも 1,000億を超えています（研究

支援関連の助成と、文化、福祉、 NPO・ 市民活動等を含む）。

無詮、それらには現時点で休眠預金の関連分野や対象に関連するもの以外

もありますが、これら民間助成金に加えて、既に行政からも多くの補助金が現

場の団体に提供されている現状を踏まえますと、 このような既存助成金等市

場から比較しますと、資金を現場で受け取る団体の事業遂行・運営管理力との

関係性では本取組みは相対的に見ても過度に挑戦的・アグレッシプなもので

はないと考えています。

ちなみに、英国の休眠預金活用の取組みでは、 2018年から 4年間で 3.3億

ポンド (470億円）、年間 117億円が投入されることが決まっています。英国

の人口規模が我が国の半分であることから換算すると、日本ではその倍以上
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となるわけなので、私たちの 5年目で 120億円という水準は比較すると高い

ものでは無い、ということになります。

【資金分配団体の数と能力の観点と柔軟性】

また、私たちの計画では最初の 3年間に資金分配団体の能力強化や、新たな

資金分配団体の参入誘発を含めた様々な取組みを行います。

その結果、すべてがうまくいくハイケースシナリオとしてこの計画を案と

して提示しています。

5年後の抜本見直しの時点で、国民目線から見て、成果があったと思われる

結果を出すためには、ある程度高い目標を定めて、そこに向けて経営資源を投

入していくという発想が重要であるとの考え方で本計画は策定されていま

す。

ただ、当然のことながら、計画はあくまで現時点での仮説シナリオであり、

状況に応じて見直しすべきものであると考えています。まず、最初の 3年間で

の取組みを踏まえてしっかりと資金分配団体の状況、現場の成果の発現状況

などをレビューすることを想定しています。 3年間を振り返り、この計画のよ

うな資金提供量の増加が難しいと判断した場合は、 4年目に倍増させるという

ことではなく、内閣府等とも相談しつつ適切な金額レベルに修正を行ってい

きます。

④ 未来構想 PFメンバー等のうち約4割がみらい財団関係者と見受けられる

が、財団の評議員・役員・職員・専門家の中に、特定の団体のメンバーが多

いことについて、考え方を伺いたい。また、休眠口座国民会議の後継である

未来構想 PFで 2017年初から 20回議論を重ねたということ、また、休眠預

金等活用審議会の専門委員であった者が評議員となっていることに関し、立

法時等における利益相反防止の観点からのルールメーカーとプレーヤーの

重複回避の議論について、どのように考えているか、伺いたい。

（回答）

未来構想プラットフォームはウェブサイトにもある通り、特定の団体でも組

織体でもなく、多様な意見を取り入れるために作られた会議体であると認識

しています。個々人が自由に休眠預金について意見交換や情報共有をする場

です。

更に単なる議論の場なので、予算や議決権、構成員の義務等も無く、組織と
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しての形態が整ったものではありません。よって、「『特定の団体』のメンバー

が多い」というご指摘はあたりません。

（※未来構想PfのHPの説晩文（引居）：この休眠預金が最適に活かされて、

よりよい日本の未来を創っていくために、民間でも幅広い議論を行い、制度へ

の理解促進が必要であると考え、フラットに多様な人たちが意見交換する場

を設けようということで、休眠預金「未来構想」プラットフォームという名称

での会議体を発足しました。このプラットフォームは、意思決定権があるわけ

ではなく、特定の共通見解をまとめたり、特定の提言をするということではな

く、幅広い人たちが「メンバー」となり、あくまで自由に休眠預金の活用につ

いて意見交換を行う会議体として運営をします。（このプラットフォームの全

体会合は自由に誰もがオブザープ参加できる意見交換の場であり、「メンバ

ー」はその中でも継続的に情報提供や意見交換への参加を希望した方になっ

ていただいています。メンバーは特定の権利・義務関係を同プラットフォーム

とは有しておりません。）

未曾有の社会実験である休眠預金活用を成功に導くためには、一握りの組

織や人で企画を独断で考えてしまっては、多様性を見失い、来たるべき未来の

形を描くことはできないと考えています。

【未来構想プラットフォームメンバーの4割がみらい財団関係者ではない】

また、上記を踏まえた上で、みらい財団の評議員 12名、理事・監事5名、

職員 18名、委員28名の役職員・委員合計 63名のうち、未来構想プラットフ

ォームでの議論に参加したことのある参加者は 11名で 17.5%となります（実

践者ダイアログパートナーはヒャリング対象者であり、当財団の意思決定に

対して影響を与えることができない方たちですので、この計算に入れること

は適切ではないと考えます）。

一方で未来構想プラットフォームのウェブサイトによると、プラットフォ

ームのアドバイザーとメンバーは合計 33名であり、そのうち 9名 (27%)が

みらい財団の役職員、委員になっています。

こうしたことから、 4割がみらい財団関係者というご指摘はあたらない、と

いうことを確認したいと思います。

繰り返しますが、私たちみらい財団は特定の団体・組織などによって構成さ

れたグループでは無く、理念とビジョンを信じて多様なセクターから集った、
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個の集まりです。

［議論を重ねたことの問題性の有無】

次に、「休眠口座国民会議の後継である未来構想プラットフォームで2017年

初から 20回議論を重ねた／立法時等における利益相反防止の観点からのルー

ルメーカーとプレーヤーの重複回避」という点ですが、今回のように前例の無

い社会実験を生み出す際に、多様なプレーヤーとあるべき姿を描く議論を十

分に行わないことこそ、大きなリスクであると考えています。

企画を作成する前に、ソーシャルセクターを含めた多様な人々の意見をぶ

つけ合わせ、より良い姿を形作っていくことは、立法時における利益相反防止

の観点に、なんら抵触するものではないと考えています。

【審議会元専門委員が評議員であることの問題性の有無】

3つ目に、休眠預金等活用審議会の専門委員であった者が評議員となってい

ることに関しまして、「立法時等における利益相反防止の観点からのルールメ

ーカーとプレーヤーの重複回避」等の懸念はあたないものと考えております。

今回のスキームにおいて重大な利益相反として想定されることは、指定活

用団体の意思決定に携わる者と、資金分配団体と民間公益活用団体との関係

性にあると考えています。

我々みらい財団においては、評議員・役職員は資金分配団体や民間公益活動

団体となることを意図して就任してはおりません。（ご指摘の当該元専門委員

についても、経営に参画している団体が資金分配団体、民間公益活動団体にな

ることはありません）。

また、制度的な観点から言えば、休眠預金等審議会令第二条第 2項によれ

ば、審議会の「委員」とは違い、「専門委員」には審議会における議決権も無

く、指定活用団体の審査権もありません。その点の位置づけの違いも考慮に入

れる必要があると考えています。

さらに、手続き的な観点から言えば、貴府は専門委員を依頼する際に「将来、

指定活用団体に関わってはいけない」というアナウンスは一切なかったと承

知しています。公式な文書である、政令第 140号休眠預金等活用審議会令にお

いても、そうした記述はありません。さらには当該委員は内閣府休眠預金準備
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室長とも相談の上、専門委員を辞任しています。

加えて、同専門委員退任後に開催された平成30年5月16日第 13回休眠預

金等活用審議会議事録においても、これまでの審議に参加した人も、指定活用

団体の創設に関わることは問題は無い、という意見が大勢であったことが示

されています。「指定活用団体の指定に係る審議に当たって」の資料にも示さ

れている通り、 83%の委員が「18年9月以降に審議会に在籍していた委員が指

定活用団体に参画しないこと」に賛成しています。つまり、その 5ヶ月前に辞

任している当該専門委員に問題がないことは、委員会の大多数の意見である

と言って良いと認識しています。

よって、事前に定められたルールに則って専門委員に就任し、かつ同委員に

よれば貴府に相談した後、貴府の提示したタイミングで辞任するというプロ

セスに従っていることも踏まえると、明文化されていない後付けの基準で適

格性に疑義を見いだしたならば、それは適切なプロセスとは言えない、と私た

ちは考えます。

ただ一方、万が一にも国民目線から見て疑義が生じないように、質問者のご

懸念に対し、みらい財団では次の 3つの点を強調して申し上げたいと思いま

す。

①評議員の役割は限定的です

評議員は、決算の承認、理事の選任など限定的な監督業務を年に 1,.._, 2回程

度の評議員会で行う役割です（事業計画の承認は含まれません）。

同委員はこの評議員に就任する予定です（現時点では本人内諾済みですが、

正式には未就任であり、 1月の評議員会において就任を予定しています）。当

財団では 10名（新規評議員就任で 12名を予定）の出身団体を異にする多様

かつ社会的地位のある評議員がおり、多数決で議決をすることから、そのうち

の特定の個人が意思決定に大きな影響を与えることはできません。また、評議

員が事業計画の策定、資金の配分方針、個々の資金分配団体の選定といった個

別案件や業務管理について関わることはありません。

②強力なガバナンスが担保されています

理事会、評議員会の議事録は公開され、議論の過程は透明性をもって公開さ

Iれるため、特定の個人が影響を与えることは困難な仕組みとなっているほか、
執行を担う理事会においては、理事長が最高検察庁元検事であり、日本を代表

するリーダーである堀田力が務めており、公正性に影響を与える特定個人の
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関与を看過することはないと断言できます。

③助成の決定プロセスの厳密さと透明性

更に、資金の分配の決定プロセスには複数の階層を設けてトリプルチェッ

クがなされ、いずれも透明性をもって行います。具体的には、独立した資金分

配団体審査委員会による審査、公告縦覧を行うことによる市民によるチェッ

ク、更にはコンプライアンス委員会による利益相反のチェック、こうした取り

組みを行ったうえで、理事会により決定されるため、特定の評議員・委員が助

成の意思決定に影響を与えることは不可能です。

最後に、繰り返しのご説明になりますが、利益相反に関しましては、常勤監

事、コンプライアンス委員会、内部通報等を駆使し、しっかりと利益相反が起

こらないようにけん制、監視していくことは言うまでもありません。

⑤ 1億円の基本財産は一般社団法人みらい財団設立準備会の拠出とあるが、

当該社団や、 1億円の内訳について伺う。また、 2億円の融資が実行される

のはどのような場合を想定しており、どのように返済をする予定か。その他、

評議員、役員、職員、戦略アドバイザリー委員等が関係する団体が資金分配

団体や民間公益活動を行う団体に応募した場合、どのように利益相反防止を

図るか、具体的に示して頂きたい。

（回答）

一般社団法人みらい財団設立準備会は、その名のとおり、みらい財団を設立す

るために発足した社団法人です。志に共感した多くの方々から寄付を集め、基

本財産を形成しました。

私たちは既存の特定団体が母体になった組織ではなく、有志が集った中立

的で新たな存在です。よって、財源も特定企業や財団のみから拠出する選択肢

は無く、有志が声をかけ寄付が出せる個人や団体の力を合わせることにしま

した。

1億円の内訳につきましては、別添の参考資料：寄付者名簿をご確認くださ

い。（本資料は、個人情報にあたるため、非公開での対応をお願いいたします）

ここで改めて確認したいのは、他の公益的な活動をする財団と同様、寄付者

はあくまで社会貢献の意識と趣旨賛同の想いで寄付をしているということで
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あり、寄付をすることによるみらい財団への意思決定等への影響は一切ない

ということです。また、審査会の場でもご質問を受けましたが、寄付に伴う特

定の契約や金銭的・役務的見返りなどは一切ありません。

寄付者の何人かは役職員、委員にもなっていますが、そうした人たちも利益

相反防止規程、コンプライアンス委員会のチェックなどにより、不公正な利益

を得ることができないことは既にご説明申し上げているとおりです。

【融資について】

当財団は、現時点で 1億円の自己資金があります。 2億円の融資は、指定活

用団体の指定が取れた場合に、事業運営にかかる経費について民間金融機関

等よりつなぎ融資を受け、返済に関しましては来年度に休眠預金の振込がさ

れた後に返済することを想定しています。

【役職員霧委員の利益相反防止について】

まず役職員及び資金分配団体審査委員、コンプライアンス委員は、資金分配

団体の役職員になることは規程上できません。

また、役職員及び資金分配団体審査委員、コンプライアンス委員が役職員と

なる団体が「民間公益活動を行う団体」となるために助成申請した場合、コン

プライ了ンス委員会で審査をして、国民目線から見て不適切とならないよう、

役員等の辞任等の手続きを含めた最適な対応をしていく予定であり、こうし

た利益相反を防ぎます。特に資金分配団体審査委員については厳格に対処し

ていく所存であり、資金分配団体審査委員は民間公益活動団体の役職員とは

ならない運用とするよう規程変更を含めて対応し、指定後、民間公益活動に関

与しない委員を追加人選していきます。

そうした手順を指定活用団体関係者には周知徹底すると共に、資金分配団

体や民間公益活動団体にも、助成要項や申請チェックリスト等の形で周知徹

底していきます。不適切な対応があった場合には事後的な資金配分の取り消

しを含めて厳正に対処してまいります。

資金分配団体審査委員・コンプライアンス委員以外の委員についても、現行

規程に加えて、役職員同様、資金分配団体にはなれないこととし、すべての委

員が資金分配団体の役職員にはならない状態を実現します。

，
 



加えて、資金分配団体審査委員・コンブライアンス委員以外の委員が役職員

となる団体が「民間公益活動団体」となるために助成申請した場合は、同委員

が意思決定に一切関与しない状況が担保されているかをコンプライアンス委

員会等で確認していきます。

また、当該役職員・委員が財団設立準備会への大口寄付者 (100万円以上）

である場合には、国民目線から疑義が生じないよう、資金分配団体・民間公益

活動団体とはならないことを確飽しており、かつそれ以外の寄付者について

も特に厳格に利益相反審査を行うこととしております。（また、当該役職員・

委員退任後も厳格な利益相反審査の対象となります。）。法人寄付者について

も、資金分配団体・民間公益活動団体にならないことを確認しております。

助成後については監査によって、利益相反関係がないかのチェックがあり、

また公益内部通報制度の整備や、利益相反関係についての年の 2回の役職員

からの報告など包括的なチェック体制があります。問題発生時にはコンプラ

イアンス委員会による審査・鯛査が行われることを通して、指定活用団体関係

者が関わる団体への助成を防ぐ仕組みになっていることは、企画書で既にお

示しした通りです。

最後に、役職員および委員は、審請事項や業務遂行に関し判断の中立性・公

正性に疑義（利益相反）を生じさせるおそれのある事情がある場合には、理事

長に対して遅滞なく申告を行う義務を定め、徹底していく予定です。

1プロセス 1 

【通常の監督】

一定期報告

通報制度等

一【問題時の監督】
立ち入り検査

コンプライアンス委員会密査

一

口助成契約で包括的な監醤方針や事項につ

いて合意。監督事項の役員の理解を確認

口 定期報告や通報制度を通じた不適切行為

の早期発見や予防

口 原則白金提供後1年毎に実地監査を実施

（必要があれば随時実施）

口 問題発生時は、立ち入り検査実施

ロ コンプライアンス委員会の密議を経て、理事

会で資金分配団体の選定取り消しを決定
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⑥ 立法時の趣旨や国民一般から見ても中立・公正な業務運営の実効性を、ど

のように担保していくのか、具体的な仕組みや対応方針を伺いたい。

（回答）

【「公正」と「中立」について】

まず、語の定義を明確にさせていただきたいと思います。「公正」について

は、休眠預金等活用法ならびに「休眠預金等交付金に係る資金の活用に関する

基本方針」においても記述があり、特に基本方針においては「利益相反防止の

徹底」によって公正性の担保を行う旨が書かれており、これまでも述ぺてきた

ように、我々は内部的に常勤監事、コンプライアンス委員会、内部通報制度等、

利益相反防止の徹底を担保する仕組みを内在しています。

また指定活用団体における「中立」と言う語においては、休眠預金等活用法

そのものには記述がなく、また基本方針にも書かれてはいないと承知してい

ます。記叡があるのは「内閣府・金融庁 民間公益活動を促進するための休眠

預金等に係る資金の活用に関する法律説明資料」の P14に以下のようにある

のみと理解しています。

蜘定活周面本碑制 ※平印0年内に公●1こより撞定の予定
"'● ,,___  -

指定活用団体は、休眠預金等に係る投金の公正かつ効率的な活用を担保する観点から、民間公
益活動促進業務の適確かつ公正な実施に支阻を及ぼすおそれがなく、特定の目的を有して活動し

ている既存の団体では困難な、 内立的な立場を守る必要があるほか、不正行為や利益相反等の自
らの組織運営上のリスクを菅理するための体制が整備されている必要があります。

ここでは、「特定の目的を有して活動している既存の団体では困難な、中立的

な立場を守る」必要があると述べられていますが、我々は特定の目的を有して

活動している既存の団体を母体にした組織ではなく、オールジャパンで理念

のもとに集った個人の集合体です。その意味で内閣府説明資料が意図する意

味で、中立的です。

また、この中立性と言う言葉が質問で幾度か選択されていますが、それが

「現場の活動への関与の経験のあるなし」を意味しているとしたら、その用法

で使われるべき語ではないと考えています。

なぜなら社会課題の解決に一切関与したことがない、ということをもって

中立性とすると、立法の趣旨である社会課題の解決に資する指定活用団体と

しての役割を果たすことが困難になると考えているからです。

これらを総合的に鑑み、基本方針の求める公正性があり、そして既存の団体
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では取りづらい「中立」的な立場を取ることが十分可能だと考えております。

【利益相反防止のための具体的な仕組みと対応方針】

ここからご質問の「どのように担保していくのか、具体的な仕組みや対応方

針」について述べます。

利益相反の防止の徹底は繰り返しになりますが、以下の方法で行います。

まず役職員及び資金分配団体審査委員、コンプライ了ンス委員は、資金分配団

体の役職員になることは規程上できません。

また、役職員及び資金分配団体審査委員、コンプライアンス委員が役職員と

なる団体が「民間公益活動を行う団体」となるために助成申請した場合、コン

プライアンス委員会で審査をして、国民目線から見て不適切とならないよう、

役員等の辞任等の手続きを含めた最適な対応をしていく予定であり、こうし

た利益相反を防ぎます。特に資金分配団体審査委員については厳格に対処し

ていく所存であり、資金分配団体審査委員は民間公益活動団体の役職員とは

ならない運用とするよう規程変更を含めて対応し、指定後、民間公益活動に関

与しない委員を追加人選していきます。

そうした手順を指定活用団体関係者には周知徹底すると共に、資金分配団

体や民間公益活動団体にも、助成要項や申請チェックリスト等の形で周知徹

底していきます。不適切な対応があった場合には事後的な資金配分の取り消

しを含めて厳正に対処してまいります。

資金分配団体審査委員・コンプライアンス委員以外の委員についても、現行

規程に加えて、役職員同様、資金分配団体にはなれないこととし、すべての委

員が資金分配団体の役職員にはならない状態を実現します。

加えて、資金分配団体審査委員・コンプライアンス委員以外の委員が役職員

となる団体が「民間公益活動団体」となるために助成申請した場合は、同委員

が意思決定に一切関与しない状況が担保されているかをコンプライアンス委

員会等で確認していきます。

また、当該役職員・委員が財団設立準備会への大口寄付者 (100万円以上）

である場合には、国民目線から疑義が生じないよう、資金分配団体・民間公益

活動団体とはならないことを確認しており、かつそれ以外の寄付者について
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も特に厳格に利益相反審査を行うこととしております。（また、当該役職員・

委員退任後も厳格な利益相反審査の対象となります。）。法人寄付者について

も、資金分配団体・民間公益活動団体にならないことを確認しております。

また、助成後については監査によって、利益相反関係がないかのチェックが

あり、また公益内部通報制度の整備や、利益相反関係についての年の 2回の役

職員からの報告など包括的なチェック体制があります。問題発生時にはコン

プライアンス委員会による審査・調査が行われることを通して、指定活用団体

関係者が関わる団体への助成を防ぐ仕組みになっています。

最後に役職員および委員は、審議事項や業務遂行に関し判断の中立性・公正

性に疑義（利益相反）を生じさせるおそれのある事情がある場合には、理事長

に対して遅滞なく申告を行う義務を定め、徹底していく予定です。

【公正な業務運営のための具体的な実効施策］

さらに基本方針では「限られた休眠預金等に係る資金を公正かつ効率的に

活用するため、指定活用団体において我が国が抱える社会の諸課題を把握し、

分析した上で、「優先的に解決すべき社会の諸課題」を決定する必要がある」

と書かれています。

つまり、休眠預金は限られたものですので、公正でありつつもバラマキにな

らず、効率的に活用するために優先順位をつけて課題設定する必要がある、と

されています。

そこで、私たちは調査検討委員会において検討を行い、かつワーキンググル

ープでの議論や有識者・実践者とのダイアローグを通じて課題を設定してい｝

きます。

⇒次ページに続く
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1ープロセス 1 

一ワーキンググループ 口 学術的・政策的、実務的な視点で検討を

行うため、内外から最適な人材を配四

ロ WG!S砂覆論、有識者・実践者へのヒアリン

有識者・実践者との意見交換 グやダイアログを通じて課雌を特定

一一一

ロ但先的課題解決案を策定し、俯緻的な視

点で全体最適についての検討を行う。

口 調査検討委員会からみらい財団へ答申を実

施

口 答申を受け理事会が最終意思決定

このように多くの専門家や実践者、有識者を巻き込んで課題設定していく

ことで、独断的で上からの一方的な取り組みにならずに、多くの意見を民主的

に応答的に取り込むことで公正性を担保し、かつそこに優先順位をつけてい

くと言う難しい課題をクリアできると考えています。

【資金分配団体が公正な業務運営をするために】

また、基本方針においては、資金分配団体が資金助成や運営そのものに対し

公正性を担保できるかどうかを指定活用団体が「確控」し、また助成や団体運

営においても公正性を担保できるよう管理監督を行っていく旨が明示 (P.13、

21) されています。

こうした資金分配団体へのアプローチについても、企画書でも具体的に述

べたように、選定・管理と共に伴走支援を含めた育成を両輪で行っていく予定

です。
1プロセス 1 

［通常の監饂】

一定期報告
通報制度尊

一［問●時の監●】欝 t↓.
一

口助成契約で包括的な監督方針や事項につ

いて合意。監督事項の役員の理解を確認

口 定期報告や通報制度を通じた不適切行為

の早期発見や予防

口 原則資金提供後1年毎に実地監査を実施

（必要があれば随時実施）

口 問題発生時は、立ち入り検査実施

ロ コンプライアンス委只会の審犠を経て、理写

会で資金分配団体の選定取り消しを決定
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I実施方針 ―- - I 
複合的な切り口からの監督による適切な資金分配の実現

■ 7つの包括的アプローチによる監督
口 非営利法人の経営経験・助成経験を活かし-~金分配団体に対する包括

的監督を実現

■ ①助成契約、②定期報告、③外部監査、④日常のコミュニケーション⑤
コンプライアンス委員会と通報制度、⑥資金分配団体の経営暦の意識

と理解、⑦日常業務管理体制確認

● 選定取消しのプロセスの明確化と事業承継の円滑な実現

口 選定取り消し条件、立ち入り検査要件の事前の明確化と該当時の円滑な

対応を実現

I提案のポイント I 
■ 様々な主体とのパートナー
シップによる伴走支援

口 日本の伴走支援の専門家、

企業、大学等と連携した包

括的伴走支援を実現

■ 現場からのフィードバック
口 当初の資金分配団体の自

発的事業計画・経営強化計

画に基づく柔軟かつ応答的な

関係を築く

略
案
戦
立

⑦ 5年後見直しを念頭に、休眠預金等活用制度の良さ・納得感が、ソーシャ

ルセクターや一般に広く共有されるための業務の進め方について、具体的な

仕組みや対応方針を伺いたい。

（回答）

みらい財団として以下の3つの具体的仕組み・対応方針があります。

①多様な層との徹底した対話

みらい財団の優先課題の選定においては、有識者はもちろんのこと、休眠預

金等活用法に規定されている 3つの活動分野（①子ども及び若者の支援、②日

常生活等を営む上で困難を有する者の支援、③地域活性化等の支援の 3分野

に係る活動）で現場知・実践知を持つ方々と実践者ダイアログを行い、広く意

見を求め、課題の把握・分析を行っていく用意があります。
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これまで、これほど大々的に民間から意見を募るというような方法を行う

ことは極めて稀であった一方で、法が定めるように国及び地方公共団体が対

応することが困難な社会の諸課題の解決を体現する組織として、このように

開かれた場を作り、一緒に請論に参加できる場を作ることが、納得感を形成す

る上で重要だと考えています。

②マルチセクターと連携したインバクト創出

みらい財団の取り組みが狭い意味での NPO業界に閉じないことが、一般社

会に良さ・納得感を共有する鍵になると言うことです。

これまでも NPOに大規模に助成していく取り組みは、ありましたが、それが

NPO業界を超えて、一般社会においてイノペーションを創発していくうえでは

まだまだ取り組むべき課題があります。

みらい財団は、知の構造化を行う「みらいラボ」を設醤し、従来ではソーシ

ャルセクターから遠い研究者・技術者・先端テクノロジー関係者と現場の民間

公益活動実践者を「繋ぎ」ます。

それは実践で得たデータを研究者の手を通してエピデンスにさせ、更にそ

れがメソッドとして世の中に広がる、と言うことにとどまらず、実践者が研究

者にインスピレーションを与え、技術者の持つテクノロジーを、現場で実践知

化させる、と言う相互の応答的な剌激の与え合いによって、新たな価値が創出

されていくことを目指します。

このような取り組みによって、セクターを超えて、良さ・納得感が広がって

いくことを企図しています。

飩償元

方向性

口的

コンテンツ素

主な飩償チャネル

l 砂い財団 1 

一q~~,.~『店r,-~ ■哨問F叫1~:.h~—!,1::1• f:tZ冗:siJ!.lf:n屯看
知鳩迫it:I:ンター（みらい スタートアップ、企皐、大学"

嵩唸宰寄 11繋寄芦翌
3システム贄砿大9る

ロみ Iうポの研究rma c助加ラムの紹介

環=~暉., 11口醤堂沼品介騎
ウェプりイト．リー9り卜配布

レポート／冒n配布

ソーシャルセクターや一般国民に制度の良さ・納得感を広げる取り組みとし
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て、私たちは広報活動として「惚知拡大 ・成果発信」のための広報と、「現場

の団体の支援やエコシステム構築のための広報」の二軸に分け、国民全体が休

眠預金活用による社会課題の解決の広がりについて、体感できるようにして

いきます。

組織としては、専従の広報チームの設置による発信体制を整備し、 併せて知

の構造化を推進する評価研究部を中心として成果情報の収集と分析をすすめ

ます。

具体的な取り組みとしては、実際に課題を抱えている人たちゃ困っている

人が自分の能力を活かしていきいきとしている事例など、具体的な事例や社

会課題解決の新たな発想による変化などの実践事例などをオウンドメディア

運営による紹介や、それをマスメディアを介して広く世の中に伝えていくメ

ディアリレーションシップ（メディアとタイアッブしたキャンペーンの企

画）、各地で社会課題解決の取り組みが見える化されるイベントの実施等、マ

ルチレイヤーな打ち手によって、惚知を獲得していきます。年次でインパクト

レポートも作成することで多くの国民に実際の成果を理解してもらえるよう

に取り組みます。

また、みらい財団は評請員に著名ジャーナリストの田原総一朗氏を迎え、メ

ディア業界との確固としたバイプがあること。また同じく評請員に元Twitter

日本代表の近藤正晃ジェームス氏の知見を借りた、 SNSを通した幅広い層への

浸透。文科省のデジタル戦略に関わったスタッフも、事務局職員に迎えること

による、その実務能力。こうした要素の掛け合わせによって、強い広報力を実

現していけると考えております。

●主日・制度壇解のために、一般市民や民間公益活動団体向けに、ウェプサイトやテレビ、雑誌嶋帽広いメディアを活用して情

輯を発信していく．

・只体的には、記者会只とそれに伴う各種取材、各種クリエイティプの作成、慣ti!コンテンツの定期発信、イベントの111l催の4:;>
憩で広輯活動を追めていく．

Z璽 ロ寇 3 國 ．心蝙 t) LJ ■ .. ~ ,, ■での戴＂ 置園

□璽
斬1111・11鯰 —• 一•••• • • -I 
自渭輝'J琶
ね,__ ,,. ロ'l-'-'・・ ＇ ・, . . 三℃ 二字H

スマホ・匹の 。
ユースりイト ー SNS 一

施行から 5年で見直しということで、実際の資金提供を開始してから約3.5 
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年で一定の成果を出すことになります。 3.5年で社会課題を解決していくに

は、困難があるのも事実です。

しかし、上記のようなことを念頭に置き、休眠預金の活用によって生まれ

た変化を、可視化し効果的に伝えていき、変化の胎動が感じられるよう、広

く国民に向けて発信していきます。

⑧ 申請団体は複数団体が応募しているが、一団体が選ばれることで、休眠預

金を活用した民間公益活動へのオールジャバンの取組が阻害される懸念は

ないか。また、今後、指定された場合の対応方針があれば、考え方を伺いた

し＼。

（回答）

みらい財団は、財団を組織するプロセスにおいて、貴府より示されている

『「民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法

律」に基づく指定活用団体公募要領』の参考資料として添付されていた「指定

活用団体の体制イメージ」を踏まえ、オールジャバンの役職員や委員によって

構成されているため、指定活用団体に選定された際の民間公益活動への取組

みが阻害される懸念は、特段有しておりません。

また指定後は、他の申請団体ともコミュニケーションを取り、共にオールジ

ャバンの取組みを広げていけるように、連携していきたいと思っています。

旦 付：平成30年12月21日

指定申請団体名：

代表理事の氏名：

一般財団法人みらい財団

田力
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みらい戦略アドバイザリー委員会の役割と位置づけ

■みらい戦略アドパイザリー委員会はsr-.J10名程度で構成され、年3回r-.J4回程度の会議を開催する。

■実務を担うのではなく、あくまで弊財団の戦略について相談する諮問機関であることに留意する。

委員の

選淀方法

内容

位置づけと

説明賣任

留意点

I みらい戦略アドバイサリー委員会 l 

ロ 中長期的計画の策定及び進捗状況の管理に資する情報収集雄力言を行う

口 3年。但し再任は妨げない。最長6年とする

口 委員のメンパーは外部の有識者による。5"-J10名む選定

口 委員委嘱は理事長が行う。委員候補⑪選定はみらい財団事務局が行う

口 戦略づくりの観点から、新規事業立ち上げ、イノベーション実現や仕組みづくり、民間非営利組織等のガパナンス

強化に向けての取組みを実施している等豊富な実務経験を有する、多様なメンバーで構成する

口 年3回"-J4回程度の本会議を実施

口 委員会でいただいた意見を参考にしながら、弊財団の戦略づくりに反映させる

口 みらし遵穎各アドバイザ）一委員会は、理事会に対する諮問機関として位置つ1ナる
口 みらし消蒻各アドパイザ）一委員会の諮問結果を踏まえ、中長期計画等の決定は理事会が行う

ロ みら訊戦略アドバイザ）一委員会の議事内容は、レポートとしてまとめ、弊財団ウェブサイトにて公開する

口 委員会の構成メンパーは、有識者ヒ]71)ング・実践者ダイアログの対象者とは重複しない

口 事務局運営は弊財団メンバーが行う



一般社団法人みらい財団設立準備会
寄付者名簿




